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車種・車両検査体制について（案） 
 

道南いさりび鉄道沿線地域協議会  

道南いさりび鉄道株式会社  
 
１ 開業時の検討経緯 

  道南いさりび鉄道の開業にあたっては、採算性、利用者の状況、車両導入に伴う

コストを考慮して、１両で運転できるディーゼル車両とし、ＪＲ北海道から中古車

両の譲渡を受けた。 

  また、車両の保守管理体制について、日常的な検査（仕業検査・交番検査）はＪ

Ｒ北海道の函館運輸所を共同使用して自社で実施しているが、大規模な施設や要員

が必要となる検査（要部検査・全般検査等）については、検査の頻度も少ないこと

から、効率的な運営のため、ＪＲ北海道に委託して実施している。 

＜北海道道南地域（五稜郭・木古内間）並行在来線経営計画（抜粋）＞（H26.7） 

・運行形態等 

 鉄道線路は、現行の単線・電化設備をＪＲ北海道から引き継ぐ。 

 ただし、旅客は、採算性を考慮し、ディーゼル車両により運行する。 

・施設・設備等に関する事項 

 車両は、利用者の状況や車両導入に伴うコストを勘案して、ＪＲ北海道からワンマン仕様の中

古ディーゼル車両（キハ４０形・９両）を譲り受ける。 

・車両の保守管理体制 

 日常的な検査・修繕である仕業検査及び交番検査は、故障・事故などの緊急時に対応できる技

術力を保持するため、直営で実施することを基本とし、要部検査及び全般検査等は、大規模な施

設や要員が必要となり、検査の頻度も少ないことから、外注する。 

 

２ ＪＲ北海道との協議 

  開業時と同様に、ＪＲ北海道からの中古車両の譲渡について検討・協議したが、

ＪＲ北海道においても車両の余裕はなく、譲渡は困難との回答を受けた。 

また、車両検査については、ＪＲ北海道が所有していない車両の場合は、資材・

部品・設備の確保や技術面において、大きな課題があることを確認した。 

＜並行在来線に対する協力内容に関する基本合意＞（H26.4） 

（鉄道資産の譲渡） 

 乙（ＪＲ北海道）が三セク鉄道会社に譲渡する資産は、並行在来線において乙が所有する鉄道

資産（乙が事業運営に必要なもの及び三セク鉄道会社の事業運営に不用なものを除く。）とキハ

４０形車両（特別保全工事施工済み）９両とし、譲渡額は１６億円（税抜）程度とする。 

（技術協力） 

 乙と三セク鉄道会社は、一方から技術的な協力について要請を受けた場合は、可能な範囲で相

互に協力する。 

＜ＪＲ北海道からの回答＞（R8.5） 

・中古車両の譲渡について 

当社においても車両数に余裕がなく、道南いさりび鉄道に中古車両を譲渡することは困難。 

・車両検査について 

要部検査・全般検査等については、当社においても委託を受けるなど技術的な協力を行ってい

く考えがあるが、当社で使用していない車両の場合は、新車導入と同じ規模の作業手順の整備・

図面管理・資材管理を行う必要があることや保守に必要な検査機器・設備の導入と維持が必要と

なり負担が大きいため、受託を見送らせていただきたいと考えます。 
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３ 他社の車両更新の状況 

 (1) ＪＲ北海道 

   ＪＲ北海道では、キハ４０の気動車の置き換え用として、電気式気動車の 

Ｈ１００形車両（川崎車両製）を導入している。 

 (2) ＧｒｅｅｎＤＥＣ（川崎車両） 

   川崎車両株式会社では、地域鉄道用の共通車両として、電気式気動車 

「ＧｒｅｅｎＤＥＣ」を開発し、天竜浜名湖鉄道、甘木鉄道など既に５社が導入

を決定している。 

   川崎車両株式会社に問い合わせたところ、ＧｒｅｅｎＤＥＣは、北海道向けの

車両に求められる極寒冷地仕様には対応していないとの回答があった。 

 (3) 城端線・氷見線（富山県） 

   城端線・氷見線再構築検討会議では、城端線・氷見線をＪＲ西日本からあいの

風とやま鉄道に移管するとともに新車両を導入することとし、電気式気動車を基

本に検討していたが、新型蓄電池の開発が進み、ＪＲ西日本の他線区においても

導入を検討する状況となったことを受け、検討の結果、新型ハイブリッド車両を

導入することを決定。 

 

４ 車両検査について 

 (1) 他の並行在来線の状況について 

   他の並行在来線会社（全国８社）では、大規模な検査（全般検査等）を自社で

実施している会社はなく、全社において、ＪＲ等（一部は他の民鉄や車両メーカ

ー）に委託して実施している。 

 (2) 道南いさりび鉄道の置かれた環境について 

   道内の鉄道事業者（地下鉄を除く）はＪＲ北海道と道南いさりび鉄道のみであ

り、道内でＪＲ北海道以外の会社に検査を委託することは困難な環境にある。 

   また、道外の会社（鉄道事業者・車両メーカー）に委託する場合は、青函トン

ネル区間（新幹線との共用走行区間）を経て運搬、もしくは船舶による運搬とな

り、運搬だけで相当の費用がかかることが想定される。 

 

５ 検討結果 

 ・車両更新後の車両検査体制を勘案した場合、全般検査等についてはＪＲ北海道へ

の委託を継続することが望ましく、ＪＲ北海道との協議を継続する。 

 ・車両更新を行う場合の車種については、ＪＲ北海道への検査委託を考慮した車種

とすることを前提に検討を継続する。 

 


